
                                                

 

 

   国立大学法人東北大学における障害を理由とする差別の解消の推進に関する規程 

平 成 ２ ８ 年 ３ 月 ２ ３ 日 

規 第 ３ ８ 号 
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   第１章 総則 

（目的） 

第１条 この規程は、障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（平成２５年法律第６５号）第

９条第１項の規定に基づき、 障害を理由とする差別の解消の推進に関する基本方針（平成２７年２月

２４日閣議決定）に即して、国立大学法人東北大学（以下「本学」という。）の職員が、教育研究その

他本学が行う活動全般に参加する全ての障害者に対し適切に対応するために必要な事項を定めること

を目的とする。 

（定義） 

第２条 この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

一 障害者 身体障害、知的障害、精神障害（発達障害を含む。）その他の心身の機能の障害（難病

に起因する障害を含む。以下「障害」と総称する。）がある者であって障害及び社会的障壁により

継続的に日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける状態にあるものをいう。 

二 社会的障壁 障害がある者にとって日常生活又は社会生活を営む上で障壁となるような社会にお

ける事物、制度、慣行、観念その他一切のものをいう。 

三 不当な差別的取扱い 障害者の事実上の平等を促進し、又は達成するために必要な特別の措置を

行うことその他の正当な理由なく、障害を理由として教育研究その他本学が行う活動全般に参加す

る障害者に機会の提供を拒否し、又は提供に当たって場所若しくは時間帯などを制限すること若し

くは障害者でない者に対しては付さない条件を付けることをいう。 

四 合理的配慮 障害者が他の者との平等を基礎として全ての人権及び基本的自由を享有し、又は行

使することを確保するための必要かつ適当な変更及び調整であって、特定の場合において必要とさ

れるものであり、かつ、均衡を失した又は過重な負担を課さないものをいう。 

五 部局 総長・プロボスト室、各研究科、各附置研究所、附属図書館、同各分館、病院、国立大学

法人東北大学組織運営規程（平成１６年規第１号。以下「組織運営規程」という。）第２０条第１項

に規定する各機構、同条第３項に規定する研究組織、組織運営規程第２１条に規定する各学内共同

教育研究施設等、組織運営規程第２２条から第２６条までに規定するセンター等、本部事務機構の

部及び共通事務センター並びに監査室をいう。 



                                                

 

 

（不当な差別的取扱いの禁止） 

第３条 職員は、その職務の遂行上、障害を理由として障害者でない者と不当な差別的取扱いをするこ

とにより、障害者の権利利益を侵害してはならない。 

２ 不当な差別的取扱いについての基本的な考え方及び職員が留意すべき事項については、別に定める。 

（合理的配慮の提供） 

第４条 職員は、その職務の遂行上、障害者から現に社会的障壁の除去を必要としている旨の意思の表

明があった場合において、その実施に伴う負担が過重でないときは、障害者の権利利益を侵害するこ

ととならないよう、当該障害者の性別、年齢及び障害の状況に応じて、社会的障壁の除去の実施につ

いて合理的配慮の提供をしなければならない。 

２ 合理的配慮の基本的な考え方及び職員が留意すべき事項ついては、別に定める。 

   第２章 障害を理由とする差別の解消の推進体制 

（障害者差別解消推進最高管理責任者） 

第５条 本学に、障害を理由とする差別の解消（以下「障害者差別解消」という。）の推進に関し、最終

責任を負うものとして障害者差別解消推進最高管理責任者（以下「最高管理責任者」という。）を置き、

総長をもって充てる。 

２ 最高管理責任者は、障害者差別解消の推進に関し、障害者差別解消推進総括監督責任者及び障害者

差別解消推進監督責任者が適切に障害者差別解消の推進を行えるよう必要な措置を講じるものとする。 

 （障害者差別解消推進総括監督責任者） 

第６条 本学に、最高管理責任者を補佐し、障害者差別解消の推進に関する事務を総括させるため、障

害者差別解消推進総括監督責任者（以下「総括監督責任者」という。）を置く。 

２ 総括監督責任者は、総長が指名する理事又は副学長をもって充てる。 

３ 総括監督責任者は、本学全体における障害者差別解消の推進のために必要な措置を講ずるものとす

る。 

（障害者差別解消推進監督責任者） 

第７条 部局に、当該部局における障害者差別解消の推進を行わせるため、障害者差別解消推進監督責

任者（以下「監督責任者」という。）を置き、部局の長（以下「部局長」という。）をもって充てる。 

２ 監督責任者は、当該部局における障害者差別解消の推進のために必要な措置を講ずるものとする。 

（障害者差別解消推進監督者） 

第８条 部局に、障害者差別解消推進監督者（以下「監督者」という。）を置き、部局長が指名する職員

をもって充てる。 

２ 監督者は、監督責任者を補佐し、次に掲げる事項に留意し、障害者に対する不当な差別的取扱いが

行われないよう職員を監督し、かつ、障害者に対して合理的配慮の提供がなされるよう努めなければ

ならない。 

一 日常の業務を通じた指導等により、障害者差別解消に関し、職員の注意を喚起し、障害者差別解

消に関する認識を深めさせること。 

二 障害者及びその家族その他の関係者から不当な差別的取扱い又は合理的配慮の不提供に対する相

談、苦情の申し出等があった場合は、迅速に状況を確認すること。 



                                                

 

 

三 合理的配慮の必要性が確認された場合、職員に対して、合理的配慮の提供を適切に行うよう指導

すること。 

３ 監督者は、障害を理由とする差別に関する問題が生じた場合には、監督責任者に報告するとともに、

その指示に従い、迅速かつ適切に対処しなければならない。 

   第３章 障害者差別解消推進委員会 

（障害者差別解消推進委員会） 

第９条 本学に、障害者差別解消推進委員会（以下「委員会」という。）を置く。 

 （所掌事項） 

第１０条 委員会は、次に掲げる事項について審議する。 

 一 障害者差別解消の推進についての企画立案及び実施に関すること。 

 二 部局における障害者差別解消に関し、必要に応じて助言又は勧告等を行うこと。 

 三 第１７条に規定する全学相談窓口の運営等に関すること。 

 四 障害を理由とする差別に係る問題の解決に関すること。 

 五 その他障害者差別解消の推進に関すること。 

 （組織） 

第１１条 委員会は、次に掲げる委員をもって組織する。 

 一 総括監督責任者 

 二 総長が指名する理事又は副学長 若干人 

 三 総務企画部長、人事企画部長、教育・学生支援部長、財務部長及び施設部長 

 四 その他委員会が必要と認めた者 若干人 

 （委員長及び副委員長） 

第１２条 委員会に、委員長及び副委員長を置き、委員長は総括監督責任者をもって、副委員長は委員

長が指名する委員をもって充てる。 

２ 委員長は、委員会の会務を総理する。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときは、その職務を代行する。 

 （委嘱） 

第１３条 第１１条第４号に掲げる委員は、総長が委嘱する。 

 （任期） 

第１４条 第１１条第４号に掲げる委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者

の残任期間とする。 

２ 前項の委員は、再任されることができる。 

 （委員以外の者の出席） 

第１５条 委員会は、必要があると認めるときは、委員以外の者を出席させて説明又は意見を聴くこと

ができる。 

 （専門委員会） 

第１６条 特定の事項を検討させるため必要があるときは、委員会に専門委員会を置くことができる。 

２ 専門委員会について必要な事項は、別に定める。 



                                                

 

 

   第４章 相談体制 

（全学相談窓口） 

第１７条 本学に、障害を理由とする差別に関する相談に的確に応じるため、全学相談窓口を設け、全

学相談員を置く。  

２ 全学相談員は、総括監督責任者の指名により、総長が委嘱する。 

 （部局相談窓口） 

第１８条 部局に、障害を理由とする差別に関する相談に的確に応じるため、部局相談窓口を設け、部

局相談員を置く。ただし、部局の事情を勘案し、総括監督責任者の定めるところにより、複数の部局

が合同で部局相談窓口を設置することができる。 

２ 部局相談員は、当該部局長が委嘱する。 

３ 部局相談窓口の運営等に関し必要な事項は、当該部局長がこれを定める。 

 （相談及び問題解決の手続） 

第１９条 障害者差別解消に関する相談及び問題解決の手続については、別に定める。 

（不利益取扱いの禁止） 

第２０条 職員は、障害を理由とする差別に関する相談に関与した者に対し、そのことをもって不利益

な取扱いをしてはならない。 

   第５章 教育研修 

（教育研修） 

第２１条 総括監督責任者は、障害者差別解消の推進を図るため、職員に対し、障害特性を理解した上

で障害者へ適切に対応するための必要な教育研修及び啓発活動を行うものとする。 

２ 前項に定めるもののほか、総括監督責任者は、新たに職員となった者に対し、障害を理由とする差

別に関する基本的な事項及び職員が留意すべき事項について理解させるための研修を行うものとする。 

３ 前二項に定めるもののほか、総括監督責任者は、新たに監督者となった職員に対し、障害者差別解

消等に関し求められる責務及び役割について理解させるための研修を行うものとする。 

   第６章 雑則 

 （事務） 

第２２条 障害者差別解消の推進に関する事務は、人事企画部において処理する。 

 （雑則） 

第２３条 この規程に定めるもののほか、障害者差別解消の推進に関し必要な事項は、別に定める。 

附 則 

 この規程は、平成２８年４月１日から施行する。 

   附 則（平成２８年６月９日規第６５号改正） 

 この規程は、平成２８年６月９日から施行し、改正後の第２条第５号の規定は、平成２８年４月１日

から適用する。 

   附 則（平成２９年６月６日規第１０７号改正） 

 この規程は、平成２９年６月６日から施行し、改正後の第２条第５号の規定は、平成２９年４月１日

から適用する。 



                                                

 

 

   附 則（平成３０年６月２８日規第１４５号改正） 

 この規程は、平成３０年６月２８日から施行し、改正後の第２条第５号の規定（「第２９条」を「第２

７条」に改める部分及び「規定するセンター等」の次に「、材料科学高等研究所、学際科学フロンティ

ア研究所」を加える部分に限る。）は、平成３０年１月３０日から、改正後の同号の規定（「総長室」を

「総長・プロボスト室」に改める部分及び「、教育情報学教育部、教育情報学研究部」を削る部分に限

る。）は、平成３０年４月１日から適用する。 

   附 則（平成３０年９月２６日規第１６３号改正） 

 この規程は、平成３０年９月２６日から施行し、改正後の第２条第５号の規定は、平成３０年７月１

日から適用する。 

   附 則（令和元年５月２８日規第４号改正） 

 この規程は、令和元年５月２８日から施行し、改正後の第２条第５号の規定は、平成３１年４月１日

から適用する。 

   附 則（令和元年１１月２６日規第４８号改正） 

 この規程は、令和元年１１月２６日から施行し、改正後の第２条第５号の規定は、令和元年１０月１

日から適用する。 


